
貸借を考慮した大都市圏郊外部における都市農地の活用方策 

Measures of urban farmland utilization in metropolitan suburbs  
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Through interviews and questionnaire surveys, the research identified gaps between intentions 

on urban farmland utilization of urbanites, urban farmers and contemporary Japanese urban 

planning theories in metropolitan suburbs, and proposed urban farmland utilization measures to 

fill the identified gaps. Reflecting the identified intentions of urbanites and urban farmers, the 

research proposed utilization strategies of urban farmlands considering existing systems of 

urban farmland lease, in different types of areas distinguished by its land price and ratio of 

farmland areas. Also, the research proposed the significantly important roles of local authorities 

in facilitating urban farmland lease and filling the identified gaps between intentions of 

urbanites and urban farmers in terms of the lease contract. 

 

第1章 序論 

 近年，都市農地の有す多様な機能が認められ

ると同時に，人口減少に伴う開発圧力の低下な

ど，都市農地を巡る社会情勢が変化している．

こうした状況のなか，これまで「宅地化すべき」

ものであるとされた都市農地は，その都市政策

上の位置づけを大きく変え，国が定めた都市農

業振興基本計画において都市農地は都市に「あ

るべきもの」であると明文化されると同時に，

都市農地の活用と保全に向けた法整備も進んで

いる．そのひとつに，2018年に都市農地の貸借

の円滑化に関する法律が施行され，貸与された

都市農地が相続税納税猶予の適用対象となり，

これまで実質的に不可能であった都市農地の貸

借が可能となった． 

この法整備により想定されている都市農地の

活用方法の代表例として，都市住民が都市農地

で農作物の栽培活動を楽しむことが挙げられる．

これは都市住民にとってはこれまでほとんど不

可能だった都市農地での栽培活動を可能にする

だけでなく，都市農家にとってこうした活動の

場を提供することは都市農業経営の新たな選択

肢となり，また都市計画サイドから見てもこう

した都市農地の活用方法を通じて集約型都市構

造の実現に寄与する都市農地の保全が期待でき

るなど，都市住民・都市農家・都市行政の三者

にとって理想的な制度改正であるように見える． 

しかし，こうした制度改革を巡っては様々な

ミスマッチも想定される．たとえば，農家の都

市農地の活用意向と都市計画の示す方向との間

に立地上の齟齬があることや，農地を借りたい

住民と貸したい農家とが異なる仲介役を好むこ

となどが考えられる．こうしたミスマッチの存

在の特定と同時に，その解消に向けた都市農地

の活用方策に関する知見が求められている． 

ここで既往研究を見ると，都市住民の農作物

栽培活動に関するもの 1) ~ 6)や都市農家の土地利

用意向に関するもの 7) ~ 15)，都市農地に関する計

画論を論じる論考 16) ~ 22)などがある．しかし，

都市農地の貸借という実質的に 2018 年より可

能になった選択肢を扱うものはなく，貸借を考

慮した都市農地の活用方策に関する知見は不足

しているといえる． 

そこで，本研究は都市農地の貸借が可能にな

ったことをふまえ，都市住民・都市農家の意向

分析を通じ，大都市圏郊外部における都市農地

の活用方策を提示することを目的とする． 
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本研究の構成を図 1に示す．第 2 章で都市住

民，第 3 章で都市農家の意向を把握したのち，

第 4 章でそれらを踏まえた都市農地の活用方策

を提示する． 

第2章 都市住民の農作物栽培活動意向 

 本章では，都市住民の好む栽培活動の場のタ

イプの傾向に関する分析を，既往研究 23)が指摘

する近年の主な栽培活動の場である「市民農園」

と「サービス付き農園」の比較を通じて行う．

本章で用いたデータは，昨年 2月に都民 624名

を対象としたインターネットアンケート調査の

ものである(表 1)．「市民農園」および「サービ

ス付き農園」に関して，アンケート調査より年

齢別の需要を把握し，自治体や関連企業のホー

ムページより東京都郊外部における現在の整備

箇所数を把握し，比較分析を行なった． 

 結果である，年齢別の市民農園とサービス付

き農園の需要を図 2 に示す．20 歳代から 30 歳

代にかけての若年層を中心にサービス付き農園

の人気が市民農園の人気に匹敵していることが

明らかになった．一方，市民農園の整備箇所数

は 263 箇所であるのに対しサービス付き農園の

整備箇所数は 131箇所と約半数となっている． 

 以上より，今後は市民農園よりもサービス付

き農園の普及が求められるということが示唆さ

れる．ここで，サービス付き農園の経営には高

いコミュニケーションスキルなどが求められ，

多くの都市農家には困難であることが指摘され

ているため 24)，サービス付き農園の普及には農

作物栽培活動の場の整備に民間企業のさらなる

参入が求められるといえる． 

第3章 都市農地所有者の所有継続・貸与意向 

 本章は東京都八王子市の市街化区域をケース

スタディ対象地とし，対象地において生産緑地

を所有する農家に対し，悉皆的なアンケート調

査およびそのうち 8 名に対する半構造化インタ
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図 2 市民農園・サービス付き農園の需要 

表 1 都市住民アンケート調査の概要 

実施時期 2018年 2月 

対象者 
東京都の多摩地域およびそれに隣接する特別区である 

練馬区・杉並区・世田谷区を加えた地域に居住する住民 

配布回収方法 インターネット（スクリーニング設問併用） 

配布・回答数 

  
農作物栽培活動を 

行っている  

農作物栽培活動を 

行っていないが興味がある 

20歳代 52 52 

30歳代 52 52 

40歳代 52 52 

50歳代 52 52 

60歳代以上 104 104 

合計 624 
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図 3 都市農地の所有継続意向 



ビュー調査を行なった(表 2)． 

本章では，農家の所有する都市農地の立地ご

との農地の所有継続・貸与意向と農地を貸した

い相手に関する意向の 2 点に着目して分析を行

なった．まず，既往研究 7) ~ 15)にて指摘されてい

る農家経営に関係する立地属性である「地価」

と「農地割合」に応じて対象地の町丁目を分類

し，その分類ごとに農地の所有継続意向と貸与

意向を集計し，比較を行なった．次に，農地を

貸したい農家に対して，貸したい相手を「既存

農家」・「新規就農希望者」・「地方自治体」・

「JA」・「市民団体」・「民間企業」の 6つの複数

選択可能な選択肢より質問し，集計した． 

農地の所有を続けたい意向の分布を図 3 に示

す．現在所有している生産緑地すべての所有を

続けたいと答える農家は全体の約 43%，一部の

みの所有を続けたいと答える農家は全体の約

20%となった．また，生産緑地を一部でも所有

表 1 都市住民アンケート調査の概要 

実施時期  2017 年 12月 

 対象者  八王子市内に生産緑地を所有する都市農家 

 配布回収方法  郵送配布・郵送回収 

 配布数  339 通 

 回収数  230 通 

 回収率  67.8% 
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図 4 地価・農地割合別 対象地内小地域分布 



を継続したいと回答した農家のうち，生産緑地

を貸したいと答えた農家は約 48%であった． 

立地属性である「地価」と「農地割合」に応

じて対象地を分類したものを図 4 に示す．地価

の高いエリアは鉄道駅周辺に多い一方，地価の

低いエリアは駅から遠く，市街化調整区域との

境界部に多く分布している．一方，農地割合の

高いエリアの分布には，特に目立った傾向は見

られないことが明らかになった．これら 2 つの

立地属性の値が対象地内の生産緑地面積を重み

とした加重平均の値と比べて高いか低いかに応

じて，対象地は「高地価・高農地割合エリア」・

「高地価・低農地割合エリア」・「低地価・高農

地割合エリア」・「低地価・低農地割合エリア」

の 4つに分類される．  

こうした「地価」と「農地割合」に応じて分

類された 4 つのエリアごとの，都市農地の所有

継続・貸与意向を表 2および表 3 に示す．「高地

価・高農地割合エリア」では農地所有を続けた

い意向が高く，貸したい意向が低い傾向にある

ことが明らかになり，反対に「低地価・低農地

割合エリア」では，農地所有を続けたい意向が

低く，貸したい意向が高い傾向にあることが明

らかになった． 

「高地価・高農地割合エリア」に農地を持っ

ている農家は同様に地価の高いエリアに不動産

を所有しており，農家の世帯収入を支える不動

産経営が比較的長期的に安定する見込みである

と同時に，周囲に農地が多くビルトアップ率が

低いため営農環境が相対的に良好であることが，

農地の所有継続意向が高く貸与意向が低いとい

う傾向に繋がっていると考えられる．反対に「低

地価・低農地割合エリア」に農地を持っている

農家は，その世帯収入を支える不動産もまた将

来の需要が不透明な地価の低いエリアにあり，

将来に備えてさらなる不動産の保有を志向する

と同時に，営農する立場としても日照問題など

市街化の影響で決して良好な営農環境ではない

ということが，農地の所有継続意向が低く貸与

意向が高いという傾向に繋がっていると考えら

れる． 

続いて，農家が農地を貸したい相手を表 4 に

示す．自治体をはじめとする公共的な主体や農

家個人に貸したいという答えが多かった一方，

民間企業に農地を貸したいと答える農家はおよ

そ 8 パーセントと他の選択肢と比較して顕著に

少ないということが明らかになった． 

以上をまとめると，「高地価・高農地割合エリ

ア」に農地を所有している農家は農地の所有継

続意向が高く貸与意向が低い傾向にあるのに対

し，「低地価・低農地割合エリア」に農地を所有

している農家は農地の所有継続意向が低く貸与

意向が高い傾向にあることが明らかになった．

また，農地を貸したい農家の中でも，自治体な

どの公共団体に貸したい農家が多い一方で，民

間企業に貸したい農家は少ないということも明

らかになった． 

第4章 都市農地の活用方策に関する展望 

 まず，前章で得られた立地における農家意向

と都市計画のミスマッチおよびそのミスマッチ

の解消に関して展望する．昨今の都市政策の主

流である「コンパクト+ネットワーク」では，鉄

道駅の近くなど居住を誘導し，都市の縁辺部で

表 2 立地属性別 生産緑地所有継続意向 

 農地割合 

低 高 

地価 
低 4.94 (63人) 6.07 (55人) 

高 6.30 (66人) 5.96 (24人) 

 

表 3 立地属性別 生産緑地貸与希望者割合 

 農地割合 

低 高 

地価 
低 66% (63人) 43% (55人) 

高 42% (66人) 35% (24人) 

 

表 4 生産緑地の貸与希望相手 

貸与希望相手 選択率 

既存農家 36% 

新規就農希望者 33% 

基礎自治体 48% 

JA 35% 

市民団体 30% 

民間企業 8% 

 



は農地保全などにより開発を抑制することが基

本原則として示されている 25)．しかし，本研究

を通じて，地価が高くかつ農地の多いエリアの

農家は農地の所有継続意向が高く貸与意向が低

い傾向にあり，反対に地価が低くかつ農地の少

ないエリアの農家は農地の所有継続意向が低く

貸与意向が高い傾向にあることが明らかになり，

農地の開発と保全を巡り齟齬が生じているとい

える．こうした状況に対し，「高地価・高農地割

合エリア」および「低地価・低農地割合エリア」

における都市農地の活用方策の提案を行なう． 

 「高地価・高農地割合エリア」では，地権者

である農家の農地を維持したいという意向に反

した画一的な居住誘導や住宅地整備が推進され

ることによる，営農環境の居住環境の両方の観

点から低質な開発が進むことが懸念される．そ

こで，まとまって多くの農地が長期残存する見

込みであるという地域特性を生かした，地区計

画の策定や田園住居地域の適用による，農住共

存型の良好な住環境の形成が方向性として考え

られる．また，「低地価・低農地割合エリア」エ

リアでは，農家が農地の所有を継続したくない

と考える傾向にあることから，農地転用による

低質な住宅の供給 26)と，都市計画上求められな

い市街地の不要な拡大が懸念される．一方で，

こうしたエリアの農家は農地を貸したいと思っ

ている傾向にあることから，農地の貸借を通じ

て，開発の抑制と，不足している都市住民の栽

培活動のための農園の整備を進めていくことが

方向性として考えられる． 

 続いて，第 2章及び第 3章で得られた都市農

地の貸借の際の仲介役に関するミスマッチおよ

びそのミスマッチの解消に関して展望する．第

2 章より，今後は民間主導の農園整備が行政主

導の市民農園整備よりも求められる可能性が示

唆された．一方第 3 章で，農家は農地を自治体

などの公共団体への貸与を希望するが，民間企

業への貸与を希望しない傾向にあるということ

が明らかになった．この住民と農家の意向の齟

齬を解決するための地方自治体の役割について

考察する． 

農林水産省の方針では農家と民間企業との直

接的な交渉の末の都市農地の貸借契約の成立を

推進している 27)が，このスキームでは貸借が進

みづらいことが本研究により示唆された．そこ

で，都市農家からの信頼度の高い地方自治体が

両者の間に入って仲介役として積極的に貸借契

約に関わることが求められる．具体的には，た

とえば自治体が定める都市農業振興計画におい

て民間企業の役割を明文化することや，貸し手

である農家と借り手となる民間企業の意向など

の情報をデータベースとして蓄積し，その情報

を農家と企業の双方に積極的に周知することに

よる，貸し手と借り手のマッチングの支援をす

ることなどが挙げられる． 

第5章 結語 

 本研究は都市住民と都市農家の意向分析を通

じて，都市農地の活用意向に関するミスマッチ

を特定し，その解消に向けた都市農地の活用方

策の提示を行なった．その結果，特に地価と農

地割合がともに高いエリアとともに低いエリア

において都市計画の基本方針と農家の意向との

間にミスマッチがあることが明らかになり，そ

れに対し前者では都市農地を活かした地域計画，

後者では都市農地の貸借の推進が方策として示

された．また，その都市農地の貸借の際の関連

主体のミスマッチとして，都市住民は民間企業

の整備する活動の場を選好する一方で，農家は

農地の借り手として公共団体を選好することが

明らかとなり，それに対し農家と民間企業との

間の貸借契約の際に地方自治体が，法律に定め

られた役割にとどまらない積極的な関与を行な

うことが方策として示された．今後の研究課題

として，実際の都市農地の貸借制度の運用事例

の分析を通じた都市農地貸借制度の課題を明ら

かにする実証的研究の必要性が挙げられる． 
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